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2025年の世界経済は緩やかに成長鈍化

世界経済見通し

（出所）Nomura Global Market Research
（注）見通しは2025年1月20時点

2024年 2025年 2026年 2024年 2025年 2026年 2024年 2025年 2026年

全世界 3.2 2.9 3.0 4.0 3.1 2.8
先進国 1.6 1.7 1.6 2.7 2.4 2.3
新興国 4.4 3.8 4.1 5.1 3.6 3.1
　米国 2.8 2.2 1.8 3.0 3.0 2.9 4.375 4.125 3.625
　日本 -0.2 1.5 0.8 2.7 2.3 1.6 0.25 0.75 1.00
　ユーロ圏 0.8 1.1 1.3 2.4 1.8 1.8 3.00 1.75 1.75
　　フランス 1.1 0.7 1.2 2.3 1.2 1.4
　　ドイツ -0.2 0.2 0.7 2.5 2.0 1.7
　英国 0.8 0.7 1.2 2.5 2.9 2.2 4.75 3.75 3.50
　中国 5.0 4.0 4.0 0.2 0.2 0.6 1.50 1.20 1.20
　インド 6.5 5.8 7.0 4.9 4.1 4.6
　ロシア 3.7 1.5 1.4 8.3 7.3 4.9

実質GDP（前年比、％） 消費者物価指数（前年比、％） 政策金利（期末、％）
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移民の労働力に支えられてきた米国経済
米国人口増加率の長期トレンド米国インフレ率と政策金利

（1973年～と2021年～の比較）

物価上昇率は、物価加速開始時の消費者物価上昇率（前年同月比）との差
（注）物価加速開始時（1973年、2022年）からの月次推移

（出所）BIS Annual Economic Report, June 2024より野村総合研究所作成

（注）12カ月移動平均値の前年同月比
（出所）セントルイス連銀より野村総合研究所作成

物価上昇率
（1973年～）

物価上昇率
（2021年～）

政策金利
（1973年～）

政策金利
（2021年～）
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物価・賃金上昇率の上振れと実質成長率の低迷持続
長期インフレ期待の変化 潜在成長率の試算

（出所）日本銀行より野村総合研究所作成
（注）2020年末時点と2023年6月時点の差
（出所）BIS（国際決済銀行）より野村総合研究所作成
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回復が遅れる実質賃金と消費者物価の推移
実質賃金の推移

（出所）厚生労働省、総務省より野村総合研究所作成

基調的な消費者物価上昇率の推移
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生鮮食品を除く総合（左軸）

食料（酒類を除く）及びエネルギーを除く

総合（左軸）
輸入物価指数(円ベース)（右軸）

（前年同月比）

（出所）総務省、日本銀行より野村総合研究所作成

消費者物価

現金給与総額

実質賃金
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2025年は緩やかなドル安円高の流れに
為替見通し（対ドルレート）

（注）2025年1月20日時点の予測値
（出所）野村

日本株見通し

（注）2025年1月17日時点の予測値
（出所）野村

2025年3月 6月 9月 12月 2026年3月

日経平均（円、期末値） 40,000 40,000 41,000 42,000 43,000

（円、期中レンジ） 37,750　～ 37,750　～ 38,000　～ 39,000　～ 40,000　～

43,750 43,750 45,000 45,000 46,000

2025年3月 6月 9月 12月 2026年12月

日本円 150.0 145.0 142.5 140.0 135.0

ユーロ 1.03 1.01 1.01 1.03 1.08

英ポンド 1.26 1.25 1.25 1.26 1.30

7
0

上野泰也氏資料

みずほ証券金融市場調査部チーフマーケットエコノミスト
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（1）米国
・FRBが昨年9月から12月に計100bps利下げ（政策金利の経済制約度合いは軽減）。

 ・25会計年度（24/10～25/9）の財政赤字は前年度並みの1兆8,650億ドル（CBO見通し）。
    ↓
   「トランプ2.0」･･･
・25年末が期限の大型減税を延長・拡充する意向（DOGEによる歳出カットには限界）。
・関税上乗せ策を多用する見通し（市場はインフレ、個人消費・企業収益の悪化警戒）。
・不法移民の大規模な国外送還を実施する構え（建設業や農業などで労働力不足か）。
・化石燃料の活用を積極化、米国内における原油や天然ガスの増産を奨励へ。

（2）ユーロ圏
・ECBが昨年6月から12月に計100bps利下げ（政策金利の経済制約度合いは軽減）。
・フランスを典型例に、財政赤字圧縮は難航。欧州各国で強まる「ポピュリズム」。

（3）中国
・「適度に緩和的な」金融政策、「より積極的な」財政政策（24.12.11～12 中央経済工作会議）。
・米国との「貿易戦争」にらみで人民元相場のさらなる下落容認も。
 

＜世界経済＞ 米欧は「金融緩和・財政拡張」のポリシーミックスだが、「トランプリスク」を注視

9© 2024 Mizuho Securities Co., Ltd. 9

【景気】
・2024年（暦年）の日本の実質GDPは、コロナ危機の20年以来4年ぶりに、前年比マイナス成長の公算。
・中小企業を中心に、企業収益に変調の兆し（24年7-9月期の法人企業統計調査）。
・景気の力強い「けん引役」になりそうな需要項目が見当たらない点も、日本経済の顕著な弱点。
～ 民間最終消費支出（個人消費）は、高率賃上げ・定額減税・賞与増加といった所得環境の改善要因にもかかわらず、
回復が弱い。23年4-6月期から4四半期連続で前期比マイナスになった後、2四半期連続で増加したものの、季節調整済金
額は300兆円の大台を回復していない。根強い将来不安が影を落とす。
～ 民間企業設備（設備投資）は、23年1-3月期以降の7四半期のうち、過半数の4四半期で前期比マイナスを記録。計画
は強いものの、不確実性の大きさや供給制約などから、現実の投資実行は限られる。
～ 財貨・サービスの輸出（輸出）は、中国や欧州の景気低迷が引き続き悪材料になるほか、米トランプ政権が関税上乗
せ策によって直接・間接に日本の企業活動に悪影響を及ぼすリスクが意識される。

【物価】
・欧米型CPIコア（食料〈酒類を除く〉及びエネルギーを除く総合）は前年同月比＋1.7%（24/11）。
・「基調的なインフレ率を捕捉するための指標」は３つとも、総じて下向き。
・「賃金と物価の好循環」は本当に実現するのか？  CPI「サービス」は前年同月比＋1.5%（24/11）。

＜日本経済＞  景気は「低高度で揺さぶられる」展開／物価は2%目標対比の「実力不足」が露呈へ
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【日銀】
 追加利上げ問題で、植田総裁が率いる日銀執行部の動きを左右するとみられる、3つのポイント：
（A）追い風が吹いており利上げに動けるうちに、「のりしろ」をできるだけ作っておきたい。
（B）説明をつけにくい（納得が得られにくい、あるいは完全なサプライズの）利上げは望ましくない。
（C）「政治との間合い」も現実としてケアすべき問題。

「ターミナルレート」（利上げ局面の終着点）は0%台（0.75%以下）という見方が、国内勢には多い。

【米FRB】
 パウエル議長が「新たな段階」と呼んだ、追加利下げに慎重な姿勢へと転換した、3つの理由：
（A）物価指標の下げ渋り（米11月のPCEデフレーターはコアで前年同月比＋2.8%）。
（B）景気・雇用の底堅さ（米12月の雇用統計で失業率は4.1%に低下、NFPは＋256千人）。
（C）「トランプリスク」（関税上乗せ、不法移民国外送還、「トランプ減税」延長・拡充の影響など）。

年内の追加利下げ回数についての市場の見方は、0～4回で割れている。

＜日米金融政策＞ 日銀執行部の動きを左右する「3つのポイント」／FRBは「新たな段階」に移行

11© 2024 Mizuho Securities Co., Ltd. 11

【2025年の各マーケット予想】
◇「トランプ2.0」が世界経済・金融市場にどこまで影響を及ぼすかの見きわめが、今年最大のテーマ。

◇日本の国債は、追加利上げに日銀が何回動けるか次第。利上げの「打ち止め感」が強まれば、国債の
イールドカーブにブルフラット化圧力が加わる。ここからの国内長期金利の上昇余地は限定的。
◇米国の国債は、「トランプトレード」が続く中で10年債利回りが一時4.80%まで上昇するなどしたが、
売られ過ぎ感。米国の潜在成長率1.8%＋FRBのインフレ目標2%＝3.8%が基本線であり、そこに各種リス
クに対するプレミアムを加えるとしても、4.8%以上はオーバーシュートではないか。米長期金利に低下
余地あり。

◇日米金利差が縮小するという基本線に鑑みると、今年のドル/円相場の大きな方向感はドル安円高。た
だし、FRBの利下げ回数・日銀の利上げ回数が限られ、日米金利差が大きくは縮小してこないとすれば、
ドル/円相場がドル安円高方向に動く余地は限られる。

◇株価は、米国株について筆者は25年も基本強気だが、AIへの過大な期待感は気がかり。また、足元で
は米長期金利の水準対比で割高感が鮮明となっており、調整含みの状況。

＜金融市場＞ 国内長期金利は利上げの「打ち止め感」浮上がカギ／株価は米国株に危うさも
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布することができます。本資料はFARで定義される｢機関投資家｣、｢適格投資家｣、｢エキスパート投資家｣向けにのみ配布されるものです。本資料に起因または関連する事項についてのお問い合わせは、
MHSS, 12 Marina View, #25-02/03, Asia Square Tower 2, Singapore 018961までお願いいたします。
日本：本資料の日本での配布は、みずほ証券株式会社〒100-0004 東京都千代田区大手町1丁目5番1号大手町ファーストスクエアが行います。日本における適格機関投資家以外への配布については日本
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各商品等への投資には価格の変動等により損失が生じるおそれがあります。

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第94号みずほ証券株式会社
加入協会 日本証券業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、一般社団法人金融先物取引業協会、一般社団法人第二種金融商品取引業協会、一般社団法人日本STO協会
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神田慶司氏資料

大和総研経済調査部 シニアエコノミスト

15Copyright © 2025 Daiwa Institute of Research Ltd. All rights reserved.

 2023年：＋2.9％
 2024年：＋2.8％
 2025年：＋2.3％

 2023年：＋0.5％
 2024年：＋0.8％
 2025年：＋1.3％

 2023年：＋5.2％
 2024年：＋5.0％
 2025年：＋4.5％

米国

ユーロ
圏

中国

米欧中の実質GDP成長率
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2023年度：＋0.7％

2024年度：＋0.6％

2025年度：＋1.4％

年度平均

（年率換算の季節調整値、兆円）

（年度）

2025年の日本の実質GDP成長率は＋1.6％の見込み

日本の実質GDP見通し（12月9日時点）と海外経済の前提

（注）図中の破線は大和総研による予測値。米欧中の見通しは大和総研の直近の各国担当者の予測に基づく。
（出所）内閣府、各国統計より大和総研作成

【暦年ベース】
23年：＋1.5％、24年：▲0.1％、 25年：＋1.6％

⇒「成長のゲタ」を除いた25年の実質GDPは＋1.0％

FRBは半年に一度程度の
ペースで0.25％ptの利下げ
を実施すると想定

15
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個人消費の実績と長期均衡値（左）、均衡値のコロナ禍前からの乖離幅の要因分解（右）

停滞が続いた個人消費は足元で回復の兆し

（注）長期均衡式の推計期間は1988～2019年。
（出所）内閣府、総務省、財務省統計、Haver Analyticsより大和総研作成
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名目

実質

見通し

「毎月勤労統計調査」

の実質賃金指数

実質賃金は前年比＋1％前後の推移を見込む

1人あたり雇用者報酬の見通し

（注）季節調整値。
（出所）厚生労働省、総務省、内閣府統計より大和総研作成

（四半期）
（年）
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（％）
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【24年7月】

0.25％程度

【25年1-3月期】

0.50％

【25年7-9月期】

0.75％

【26年1-3月期】

1.00％
長期金利

（10年物国債利回り）

短期金利
（無担保コールO/N物）

（注）長期金利は期間平均値で、短期金利は期末値。
（出所）日本銀行、財務省統計より大和総研作成

日本の長短金利見通し

緩和的な金融環境は当面継続する見込み
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中間投入（サービス）

中間投入（財）

労働投入コスト

投入コスト

コアCPI

（前年比、前年比寄与度、％、％pt）

物価上昇の主因は「輸入物価高」から「人件費増」に転換

企業の投入コストと消費者物価指数（CPI）の推移

（注）投入コストは、企業物価指数や企業向けサービス価格指数、毎月勤労統計調査等を用いて、2015年産業連関表の中間投入ウエ
イト及び労働投入ウエイトから産業ごとの投入コストの変化率を計算した上で、家計最終消費支出ウエイトによって加重平均した値。
（出所）内閣府、日本銀行、総務省、厚生労働省より大和総研作成
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「トランプ2.0」による米国経済等への影響は？
シナリオ別に見た米国の実質 GDP、CPI 上昇率への影響試算

（出所）IMF、OECD、CBOなどより大和総研作成

＜大規模実施シナリオ＞実質GDP：▲2.07％、CPI：＋1.98％
○トランプ減税の延長、 ○中国に対して10％、メキシコ・カナダに対して25％の追加関税措置、○すべての
移民の流入停止

＜内容マイルド化シナリオ＞実質GDP：＋0.08％、CPI：＋0.55％
○トランプ減税の延長、 ○中国に対して10％の追加関税措置のみ、 ○不法移民の新規流入の抑制

20
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本資料は投資勧誘を意図して提供するものではありません。

本資料記載の情報は信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。また、記載された意見や予測等は作成時
点のものであり今後予告なく変更されることがあります。

(株）大和総研と大和証券(株）は、(株）大和証券グループ本社を親会社とする大和証券グループの会社です。

内容に関する一切の権利は(株）大和総研にあります。無断での複製・転載・転送等はご遠慮ください。
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中空麻奈氏資料

BNPパリバ証券グローバルマーケット統括本部

副会長

23

2025年は全体的に堅調

経済成長見通し（2025年1月9日現在）

出所：BNPパリバ

 2024年は米国一人勝ち、その他は低空飛行。2025年は冴えない中国、少しずつ悪化する米国を除き、まずまずの安定成長軌道、という見方
 地政学的リスクが大きいため、慎重な対応は必須

経済成長見通し

2025 2025 2025 2025 2026 2026 2026 2026
Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4

ドイツ -0.1 0.4 0.6 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.2 0.2
フランス 1.1 0.8 0.9 0.1 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.3 0.3
イタリア 0.5 1.0 1.0 0.3 0.3 0.3 0.3 0.2 0.3 0.2 0.3
スペイン 3.1 2.5 1.8 0.7 0.5 0.5 0.5 0.4 0.5 0.5 0.4

日本 -0.2 0.6 0.2 0.1 0.1 0.1 0.0 0.0 0.1 0.0 0.1

英国 0.9 1.4 0.9 0.3 0.4 0.4 0.3 0.2 0.2 0.2 0.2

欧州 0.8 1.0 1.0 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2

中国 4.9 4.5 4.3 1.3 0.9 1.2 0.8 0.9 1.0 1.2 1.4

年成長率（%Y/Y） 四半期成長率（％　Q/Q） 四半期成長率（％　Q/Q）

2024 2025 2026

米国 2.8 2.1 1.3 0.5 0.4 0.4 0.4 0.3 0.2 0.3 0.4

23
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24

出所： ブルームバーグ、S&Pcapital IQ、Macrobond、BNPパリバ

法人税減税と企業収益への影響

米国ートランプは吉か凶かー
トランプ登場の影響を考える

地域別収入

産業別移民人口の割合

90日延滞率

24

出所：Ministry of Finance、Macrobond、Eurostat、National Assembly、 China‘s NBS、WIND 、BNPパリバ

フランス：財政赤字対GDP比推移

欧州・中国ーそれぞれに直面する構造問題は大きいー
欧州は景気悪化・財政弛緩と格下げリスク、中国は抑制された景気回復

ユーロ圏と米国のGDP推移

中国：実質GDPとナウキャスト（％、対前年比）

25
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27

26

GDPギャップの推移

出所：IMF、内閣府、総務省などより内閣府作成の資料を転載

日本ー安定した低成長から抜け出せるかー

日本も財政問題は残る

PB対GDP比の推移

先進国格付け一覧

日本国債・中国国債利回り推移

-0.5

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

Jan-20 Jan-21 Jan-22 Jan-23 Jan-24 Jan-25

JGB CGB(Chinese Govt Bond)

格付け アウトルック 格付け アウトルック 格付け アウトルック 格付け アウトルック 格付け アウトルック

アメリカ Aaa NEG AA+u STABLE AA+u STABLE AAA STABLE AAA STABLE
ドイツ Aaau STABLE AAAu STABLE AAAu STABLE AAA STABLE AAA STABLE
フランス Aa3u STABLE AA-u STABLE AA-u NEG AAA STABLE AAA STABLE
イタリア Baa3u STABLE BBBu STABLE BBBu POS BBB+ STABLE A STABLE
スペイン Baa1 POS Au STABLE A-u POS A - AA STABLE
イギリス Aa3u STABLE AAu STABLE AA-u STABLE AAA STABLE AAA STABLE
カナダ Aaa STABLE AAA STABLE AA+u STABLE NR - AAA STABLE
日本 A1 STABLE A+u STABLE Au STABLE AA+ STABLE AAA STABLE
中国 A1 NEG A+ STABLE A+u NEG AA- STABLE AA STABLE

JCRMDY S&P Fitch R&I

出所： Pitchbook LCD、pregin、ブルームバーグ、BNPパリバ

USプライベートクレジット資金（10億㌦）

金融市場を読み解くカギはマネーフロー
潤沢な資金が続くか、続くとすればどこにいくか

プライベートクレジット件数推移

スプレッド別割合

非LBO件数（シンジケートローンVSプライベートクレジット）

スプレッドの分布：
スポンサー付きダイレクトレンディング

LBO件数（シンジケートローンVSプライベートクレジット）

グローバルM&Aボリューム

27
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29

出所：ブルームバーグ、BNPパリバ

現在地の確認とこれからのクレジットストーリー

US IG スプレッド見通し

2025年の金融市場も基本は混乱なし

(1)

(2)
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CDX.IG

①ズルズル悪化シナリオ：       
弱気のクレジットスプレッドで推
移する。懸念先行

②ゴルディロックスシナリオ：       
思う以上の景気低迷、金融政
策と財政政策で下支え相場と
なる

③テールリスクシナリオ：         
思いもよらなかったリスクが顕在
化する。長続きはしないとしても
急激なワイド化シナリオ

（3）

 2024年のクレジットリスクは結局ワイドにならず、緩やかな状況を続けた。リスクや不透明感はあっても、それを解消する方向で物事が
比較的素早く動く調整が見られる傾向が強まった。この調整により、金融市場は需給が勝ってしまい、市場のパフォーマンスは安定、と
いう構造

 リスクをどれだけ見通してもマネーフローが続けば現状継続となる。2025年も目先はこれを継続。やはりファンドに溜まったブラック
ボックスのマネーの行き所が最終的なリスクということになる

 年前半はリスクが隠れてしまう程の堅調な市場推移をするのではないか。年後半に向けて、そうした市場に乗り過ぎないことが必要だ

28
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本資料に含まれる情報は、BNPパリバ証券株式会社が信頼できると考える情報源より取得されたものですが、弊社はその正確さについて意見を
表明し、または保証するものではありません。情報は不完全または省略されたものであることがあります。本資料は、目論見書ではありませんし、
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無登録格付に関する説明書
格付会社に対しては、市場の公正性・透明性の確保の観点から、金融商品取引法に基づく信用
格付業者の登録制が導入されております。これに伴い、金融商品取引業者等は、無登録格付業
者が付与した格付を利用して勧誘を行う場合には、金融商品取引法により、無登録格付である
旨及び登録の意義等を顧客に告げなければならないこととされております。
登録の意義について
登録を受けた信用格付業者は、①誠実義務、②利益相反防止・格付プロセスの公正性確保等の
業務管理体制の整備義務、③格付対象の証券を保有している場合の格付付与の禁止、④格付方
針等の作成及び公表・説明書類の公衆縦覧等の情報開示義務等の規制を受けるとともに、報告
徴求・立入検査、業務改善命令等の金融庁の監督を受けることとなりますが、無登録格付業者
は、これらの規制・監督を受けておりません。

格付会社について
ムーディーズ・レーティングス
格付会社グループの呼称等について
格付会社グループの呼称：
ムーディーズ・レーティングス（以下「ムーディーズ」と称します。）
グループ内の信用格付業者の名称及び登録番号：
ムーディーズ・ジャパン株式会社（金融庁長官(格付)第2号）
信用格付を付与するために用いる方針及び方法の概要に関する情報の入手方法について
ムーディーズ・ジャパン株式会社のウェブサイト（https://ratings.moodys.com/japan/ratings-news）の「規制

関連」のタブ下にある「開示」をクリックした後に表示されるページの「無登録格付説明関連」の欄に掲載さ
れております。
信用格付の前提、意義及び限界について

ムーディーズの信用格付は、事業体、与信契約、債務又は債務類似証券の将来の相対的信用リスクについての、
現時点の意見です。ムーディーズは、信用リスクを、事業体が契約上・財務上の義務を期日に履行できないリ
スク及びデフォルト事由が発生した場合に見込まれるあらゆる種類の財産的損失と定義しています。信用格付
は、流動性リスク、市場リスク、価格変動性及びその他のリスクについて言及するものではありません。また、
信用格付は、投資又は財務に関する助言を構成するものではなく、特定の証券の購入、売却、又は保有を推奨
するものではありません。ムーディーズは、いかなる形式又は方法によっても、これらの格付若しくはその他
の意見又は情報の正確性、適時性、完全性、商品性及び特定の目的への適合性について、明示的、黙示的を問
わず、いかなる保証も行っていません。ムーディーズは、信用格付に関する信用評価を、発行体から取得した
情報、公表情報を基礎として行っております。ムーディーズは、これらの情報が十分な品質を有し、またその
情報源がムーディーズにとって信頼できると考えられるものであることを確保するため、全ての必要な措置を
講じています。しかし、ムーディーズは監査を行う者ではなく、格付の過程で受領した情報の正確性及び有効
性について常に独自の検証を行うことはできません。

この情報は、当社が信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性・完全性を当社が保
証するものではありません。詳しくは上記ムーディーズ・ジャパン株式会社のホームページをご覧ください。

S&Pグローバル・レーティング
格付会社グループの呼称等について
格付会社グループの呼称：
S&Pグローバル・レーティング（以下「S&P」と称します。）
グループ内の信用格付業者の名称及び登録番号：
S&Pグローバル・レーティング・ジャパン株式会社（金融庁長官(格付)第5号）
信用格付を付与するために用いる方針及び方法の概要に関する情報の入手方法について
S&Pグローバル・レーティング・ジャパン株式会社のホームページ（http://www.spglobal.co.jp/ratings）の
「ライブラリ・規制関連」の「無登録格付け情報」（http://www.spglobal.co.jp/unregistered）に掲載されてお
ります。

信用格付の前提、意義及び限界について
S&Pの信用格付は、発行体または特定の債務の将来の信用力に関する現時点における意見であり、発行体または特

定の債務が債務不履行に陥る確率を示した指標ではなく、信用力を保証するものでもありません。また、信用格付
は、証券の購入、売却または保有を推奨するものでなく、債務の市場流動性や流通市場での価格を示すものでもあ
りません。信用格付は、業績や外部環境の変化、裏付け資産のパフォーマンスやカウンターパーティの信用力変化
など、さまざまな要因により変動する可能性があります。
S&Pは、信頼しうると判断した情報源から提供された情報を利用して格付分析を行っており、格付意見に達するこ

とができるだけの十分な品質および量の情報が備わっていると考えられる場合にのみ信用格付を付与します。しか
しながら、S&Pは、発行体やその他の第三者から提供された情報について、監査、デューデリジェンスまたは独自

の検証を行っておらず、また、格付付与に利用した情報や、かかる情報の利用により得られた結果の正確性、完全
性、適時性を保証するものではありません。さらに、信用格付によっては、利用可能なヒストリカルデータが限定
的であることに起因する潜在的なリスクが存在する場合もあることに留意する必要があります。

この情報は、当社が信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性・完全性を当社が保証す
るものではありません。詳しくは上記S&Pグローバル・レーティング・ジャパン株式会社のホームページをご覧く
ださい。

フィッチ・レーティングス
格付会社グループの呼称等について
格付会社の呼称：
フィッチ・レーティングス（以下「フィッチ」と称します。）
グループ内の信用格付業者の名称及び登録番号：
フィッチ・レーティングス・ジャパン株式会社（金融庁長官（格付）第７号）
信用格付を付与するために用いる方針及び方法の概要に関する情報の入手方法について
フィッチ・レーディングス・ジャパン株式会社のホームページ（http://www.fitchratings.co.jp/web/）の「規制関
連」セクションにある「格付方針等の概要」に掲載されております。
信用格付の前提、意義及び限界について

フィッチの格付は、所定の格付基準・手法に基づく意見です。格付はそれ自体が事実を表すものではなく、正確又
は不正確であると表現し得ません。信用格付は、信用リスク以外のリスクを直接の対象とはせず、格付対象証券の
市場価格の妥当性又は市場流動性について意見を述べるものではありません。格付はリスクの相対的評価であるた
め、同一カテゴリーの格付が付与されたとしても、リスクの微妙な差異は必ずしも十分に反映されない場合もあり
ます。信用格付はデフォルトする蓋然性の相対的序列に関する意見であり、特定のデフォルト確率を予測する指標
ではありません。フィッチは、格付の付与・維持において、発行体等信頼に足ると判断する情報源から入手する事
実情報に依拠しており、所定の格付方法に則り、かかる情報に関する調査及び当該証券について又は当該法域にお
いて利用できる場合は独立した情報源による検証を、合理的な範囲で行いますが、格付に関して依拠する全情報又
はその使用結果に対する正確性、完全性、適時性が保証されるものではありません。ある情報が虚偽又は不当表示
を含むことが判明した場合、当該情報に関連した格付は適切でない場合があります。また、格付は、現時点の事実
の検証にもかかわらず、格付付与又は据置時に予想されない将来の事象や状況に影響されることがあります。信用
格付の前提、意義及び限界の詳細にわたる説明については、フィッチの日本語ウェブサイト上の「格付及びその他
の形態の意見に関する定義」をご参照ください。

この情報は、当社が信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性・完全性を当社が保証す
るものではありません。詳しくは上記フィッチ・レーディングス・ジャパン株式会社のホームページをご覧くださ
い。
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